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令和 ３ 年 10 月 ４ 日（月曜日）　号外　第 47 号

○うなぎ稚魚の取扱いに関する条例施行規則の一
　部を改正する規則…………………………………（漁業管理課）２
　　　公安委員会規則
○地方警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一
　部を改正する規則……………………………………………………７

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　頁
　　　規　　　則
○みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する
　条例施行規則の一部を改正する規則……………（環境管理課）１

規　　　　　則

　みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和３年10月４日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣　
宮崎県規則第52号
　　　みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則の一部を改正する規則
　みやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則（平成17年宮崎県規則第42号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　（温室効果ガス排出抑制計画書の作成等）
第10条　条例第６条第１項に規定する計画書は、提出する日の属す
　る年度以降５箇年以内の温室効果ガス排出抑制計画について、温
　室効果ガス排出抑制計画書（別記様式第１号）により、当該計画
　期間（以下「計画期間」という。）の初年度の７月末日までに提
　出しなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事由に
　より当該期限までに提出することが困難であるときは、知事が当
　該事由を勘案して定める期限までに提出しなければならない。

２　条例第６条第２項に規定する計画書は、提出する日の属する年
　度以降５箇年以内の温室効果ガス排出抑制計画について、温室効
　果ガス排出抑制計画書により、計画期間の初年度の７月末日まで
　に提出するものとする。ただし、災害その他やむを得ない事由に
　より当該期限までに提出することが困難であるときは、知事が当
　該事由を勘案して定める期限までに提出するものとする。
　（変更後の温室効果ガス排出抑制計画書の作成等）
第11条　条例第６条第３項に規定する変更後の計画書は、温室効果
　ガス排出抑制計画書により、温室効果ガス排出抑制計画の変更後
　速やかに提出しなければならない。
　（温室効果ガス排出抑制計画を達成するための補完的手段）
第13条の２　条例第６条の３の規則で定める温室効果ガス排出削減
　対策は、次に掲げるものとする。
　(１)～(３)　［略］
　(４)　その他知事が適当と認める温室効果ガス排出削減対策
　（温室効果ガス排出抑制計画書等の公表）
第13条の３　条例第７条の規定による公表は、次に掲げるものにつ
　いて行うものとする。
　(１)　温室効果ガス排出抑制計画書別紙

　（温室効果ガス排出量削減計画書の作成等）
第10条　条例第６条第１項に規定する計画書は、提出する日の属す
　る年度以降５箇年以内の温室効果ガス排出量削減計画について、
　温室効果ガス排出量削減計画書（別記様式第１号）により、当該
　計画期間（以下「計画期間」という。）の初年度の７月末日まで
　に提出しなければならない。ただし、災害その他やむを得ない事
　由により当該期限までに提出することが困難であるときは、知事
　が当該事由を勘案して定める期限までに提出しなければならない
　。
２　条例第６条第２項に規定する計画書は、提出する日の属する年
　度以降５箇年以内の温室効果ガス排出量削減計画について、温室
　効果ガス排出量削減計画書により、計画期間の初年度の７月末日
　までに提出するものとする。ただし、災害その他やむを得ない事
　由により当該期限までに提出することが困難であるときは、知事
　が当該事由を勘案して定める期限までに提出するものとする。
　（変更後の温室効果ガス排出量削減計画書の作成等）
第11条　条例第６条第３項に規定する変更後の計画書は、温室効果
　ガス排出量削減計画書により、温室効果ガス排出量削減計画の変
　更後速やかに提出しなければならない。
　（温室効果ガス排出量削減計画を達成するための補完的手段）
第13条の２　条例第６条の３の規則で定める温室効果ガス排出量削
　減対策は、次に掲げるものとする。
　(１)～(３)　［略］
　(４)　その他知事が適当と認める温室効果ガス排出量削減対策
　（温室効果ガス排出量削減計画書等の公表）
第13条の３　条例第７条の規定による公表は、次に掲げるものにつ
　いて行うものとする。
　(１)　温室効果ガス排出量削減計画書別紙
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　(２)　［略］ 　(２)　［略］
　別記様式第１号中「温室効果ガス排出抑制計画書」を「温室効果ガス排出量削減計画書」に、「温室効果ガス排出抑制計画書（変更）」
を「温室効果ガス排出量削減計画書（変更）」に、「温室効果ガス排出量削減」を「温室効果ガスの排出の量の削減」に改める。
　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　「

　別記様式第２号中　　　　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　　　　に、「温室効果ガス排出削減」を「温室
　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　　　　」

効果ガスの排出の量の削減」に改める。

　　　附　則
　（施行期日）　
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この規則の施行の際現に存する改正前のみやざき県民の住みよい環境の保全等に関する条例施行規則の規定に定める様式による用紙は
　、当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　うなぎ稚魚の取扱いに関する条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和３年10月４日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県知事　河　野　俊　嗣
宮崎県規則第53号
　　　うなぎ稚魚の取扱いに関する条例施行規則の一部を改正する規則
　うなぎ稚魚の取扱いに関する条例施行規則（平成７年宮崎県規則第48号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

その他温室効果ガス排出
削 減 に 資 す る 取 組

その他温室効果ガス排出
の量の削減に資する取組

改正前 改正後
　（国の機関等がするうなぎ稚魚の譲受け等）
第２条　条例第３条第７号の規則で定める者は、次のとおりとする
　。
　(１)～(５)　［略］

　(６)～(10)　［略］
　(11)　国の機関、地方公共団体若しくは前各号のいずれかに掲げ
　　る者がするうなぎ稚魚の譲渡し、譲受け、引渡し若しくは引受
　　け又はこれらの行為に伴って委託を受けた登録運搬者等若しく
　　はその役員若しくは使用人がするうなぎ稚魚の引渡し若しくは
　　引受けに応ずる場合における特別採捕許可者、特別採捕許可者
　　の同居の親族、登録組合、登録集出荷業者等、登録養殖業者、
　　登録試験研究者等若しくは登録運搬者等又は登録組合、登録集
　　出荷業者等、登録養殖業者、登録試験研究者等若しくは登録運
　　搬者等の役員若しくは使用人

２　条例第３条第７号に規定するうなぎ稚魚の譲受け等をする場合
　は、次の各号に掲げる者が当該各号に掲げる行為をする場合とす
　る。
　(１)・(２)　［略］

　（国の機関等がするうなぎ稚魚の譲受け等）
第２条　条例第３条第９号の規則で定める者は、次のとおりとする
　。
　(１)～(５)　［略］
　(６)　漁業許可者が死亡した場合における相続人（以下「漁業許
　　可者の相続人」という。）
　(７)～(11)　［略］
　(12)　国の機関、地方公共団体若しくは前各号のいずれかに掲げ
　　る者がするうなぎ稚魚の譲渡し、譲受け、引渡し若しくは引受
　　け又はこれらの行為に伴って委託を受けた登録運搬者等若しく
　　はその役員若しくは使用人がするうなぎ稚魚の引渡し若しくは
　　引受けに応ずる場合における漁業許可者、漁業許可者の同居の
　　親族、特別採捕許可者、特別採捕許可者の同居の親族、登録組
　　合、登録集出荷業者等、登録養殖業者、登録試験研究者等若し
　　くは登録運搬者等又は登録組合、登録集出荷業者等、登録養殖
　　業者、登録試験研究者等若しくは登録運搬者等の役員若しくは
　　使用人
２　条例第３条第９号に規定するうなぎ稚魚の譲受け等をする場合
　は、次の各号に掲げる者が当該各号に掲げる行為をする場合とす
　る。
　(１)・(２)　［略］
　(３)　漁業許可者の相続人　次に掲げる行為
　　ア　被相続人が所持していたうなぎ稚魚の処分のためにするう
　　　なぎ稚魚の譲渡し（登録組合への譲渡しに限る。）、引渡し
　　　（登録組合への引渡しに限る。）又は所持
　　イ　アに掲げる行為に伴って登録運搬者等に運搬又は一時的な
　　　保管の委託をした場合における当該登録運搬者等へのうなぎ
　　　稚魚の引渡し又は当該登録運搬者等からのうなぎ稚魚の引受
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　(３)　特別採捕許可者の相続人　次に掲げる行為
　　ア　被相続人が所持していたうなぎ稚魚の処分のためにするう
　　　なぎ稚魚の譲渡し（被相続人に対する採捕許可がうなぎの増
　　　養殖用の種苗の供給の目的でなされたものであった場合にお
　　　ける登録組合への譲渡し又は被相続人に対する採捕許可がう
　　　なぎに係る試験研究若しくは教育実習の目的でなされたもの
　　　であった場合における当該採捕許可の目的の範囲内でする登
　　　録試験研究者等への譲渡しに限る。）、引渡し（被相続人に
　　　対する採捕許可がうなぎの増養殖用の種苗の供給の目的でな
　　　されたものであった場合における登録組合への引渡し又は被
　　　相続人に対する採捕許可がうなぎに係る試験研究若しくは教
　　　育実習の目的でなされたものであった場合における当該採捕
　　　許可の目的の範囲内でする登録試験研究者等への引渡しに限
　　　る。）又は所持
　　イ～エ　［略］
　　オ　登録組合、登録試験研究者等、国の機関、地方公共団体又
　　　はセンターから委託を受けた公共交通事業者又は登録運搬者
　　　等がするうなぎ稚魚の引受けに応ずる場合における当該うな
　　　ぎ稚魚の引渡し
　　カ・キ　［略］
　(４)・(５)　［略］
　(６)　前項第10号に掲げる者　知事が認める範囲内でするうなぎ
　　稚魚の譲受け等
　(７)　［略］
　(８)　登録組合　次に掲げる行為
　　ア　特別採捕許可者の相続人又は登録者の相続人（県外うなぎ
　　　稚魚取扱者が死亡した場合における相続人を除く。以下この
　　　号から第10号までにおいて同じ。）がするうなぎ稚魚の譲渡

　　　け
　　ウ　イに規定する登録運搬者等がイに規定する委託の範囲内で
　　　他の登録運搬者等に再委託をした場合における当該他の登録
　　　運搬者等へのうなぎ稚魚の引渡し又は当該他の登録運搬者等
　　　からのうなぎ稚魚の引受け
　　エ　登録組合から委託を受けた登録運搬者等がするうなぎ稚魚
　　　の引受けに応ずる場合における当該うなぎ稚魚の引渡し
　　オ　エに規定する登録運搬者等からエに規定する委託の範囲内
　　　で再委託を受けた他の登録運搬者等がするうなぎ稚魚の引受
　　　けに応ずる場合における当該うなぎ稚魚の引渡し
　　カ　被相続人の同居の親族にアからオまでに掲げる行為の補助
　　　をさせる場合における当該被相続人の同居の親族へのうなぎ
　　　稚魚の引渡し又は当該被相続人の同居の親族からのうなぎ稚
　　　魚の引受け
　(４)　特別採捕許可者の相続人　次に掲げる行為
　　ア　被相続人が所持していたうなぎ稚魚の処分のためにするう
　　　なぎ稚魚の譲渡し（被相続人に対する採捕許可がうなぎに係
　　　る試験研究又は教育実習の目的でなされたものであった場合
　　　における当該採捕許可の目的の範囲内でする登録試験研究者
　　　等への譲渡しに限る。）、引渡し（被相続人に対する採捕許
　　　可がうなぎに係る試験研究又は教育実習の目的でなされたも
　　　のであった場合における当該採捕許可の目的の範囲内でする
　　　登録試験研究者等への引渡しに限る。）又は所持

　　イ～エ　［略］
　　オ　登録試験研究者等、国の機関、地方公共団体又はセンター
　　　から委託を受けた公共交通事業者又は登録運搬者等がするう
　　　なぎ稚魚の引受けに応ずる場合における当該うなぎ稚魚の引
　　　渡し
　　カ・キ　［略］
　(５)・(６)　［略］
　(７)　前項第11号に掲げる者　知事が認める範囲内でするうなぎ
　　稚魚の譲受け等
　(８)　［略］
　(９)　登録組合　次に掲げる行為
　　ア　漁業許可者の相続人又は登録者の相続人（県外うなぎ稚魚
　　　取扱者が死亡した場合における相続人を除く。以下この号か
　　　ら第11号までにおいて同じ。）がするうなぎ稚魚の譲渡し又

　　　し又は引渡しに応ずる場合における当該うなぎ稚魚の譲受け
　　　又は引受け
　　イ　特別採捕許可者の相続人がするうなぎ稚魚の譲渡し又は引
　　　渡しの補助のために当該特別採捕許可者の同居の親族がする
　　　うなぎ稚魚の引渡しに応ずる場合における当該うなぎ稚魚の
　　　引受け
　　ウ～オ　［略］
　　カ　特別採捕許可者の相続人、登録者の相続人、国の機関、地
　　　方公共団体又はセンターから委託を受けた公共交通事業者又
　　　は登録運搬者等がするうなぎ稚魚の引渡し又は引受けに応ず
　　　る場合における当該うなぎ稚魚の引受け又は引渡し
　　キ　［略］

　　　は引渡しに応ずる場合における当該うなぎ稚魚の譲受け又は
　　　引受け
　　イ　漁業許可者の相続人がするうなぎ稚魚の譲渡し又は引渡し
　　　の補助のために当該漁業許可者の同居の親族がするうなぎ稚
　　　魚の引渡しに応ずる場合における当該うなぎ稚魚の引受け

　　ウ～オ　［略］
　　カ　漁業許可者の相続人、登録者の相続人、国の機関、地方公
　　　共団体又はセンターから委託を受けた公共交通事業者又は登
　　　録運搬者等がするうなぎ稚魚の引渡し又は引受けに応ずる場
　　　合における当該うなぎ稚魚の引受け又は引渡し
　　キ　［略］
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　　ク　特別採捕許可者の相続人、登録者の相続人、国の機関、地
　　　方公共団体又はセンターのためにするうなぎ稚魚の譲受け又
　　　は譲渡しに関する仲介
　(９)・(10)　［略］
　(11)　公共交通事業者　次に掲げる行為
　　ア　次の表の左欄に掲げる者からその者のそれぞれ同表の右欄
　　　に掲げる行為に伴って運搬又は一時的な保管の委託を受けて
　　　するうなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持

　　イ　次の表の左欄に掲げる者からその者のそれぞれ同表の右欄
　　　に掲げる行為に伴って運搬又は一時的な保管の委託を受けて
　　　する県外うなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持

　　ウ・エ　［略］
　　オ　アに規定する委託を受けた他の公共交通事業者又は次号ア
　　　若しくは条例第３条第２号オ(ア)に規定する委託を受けた登

　　ク　漁業許可者の相続人、登録者の相続人、国の機関、地方公
　　　共団体又はセンターのためにするうなぎ稚魚の譲受け又は譲
　　　渡しに関する仲介
　(10)・(11)　［略］
　(12)　公共交通事業者　次に掲げる行為
　　ア　次の表の左欄に掲げる者からその者のそれぞれ同表の右欄
　　　に掲げる行為に伴って運搬又は一時的な保管の委託を受けて
　　　するうなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持

　　イ　次の表の左欄に掲げる者からその者のそれぞれ同表の右欄
　　　に掲げる行為に伴って運搬又は一時的な保管の委託を受けて
　　　する県外うなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持

　　ウ・エ　［略］
　　オ　アに規定する委託を受けた他の公共交通事業者又は次号ア
　　　若しくは条例第３条第３号オ(ア)に規定する委託を受けた登

　　　録運搬者等から当該委託の範囲内で再委託を受けた場合にお
　　　ける当該再委託の範囲内でするうなぎ稚魚の引受け、引渡し
　　　又は所持
　　カ　［略］
　(12)　登録運搬者等　次に掲げる行為
　　ア　次の表の左欄に掲げる者からその者のそれぞれ同表の右欄
　　　に掲げる行為に伴って運搬又は一時的な保管の委託を受けて
　　　するうなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持

　　　録運搬者等から当該委託の範囲内で再委託を受けた場合にお
　　　ける当該再委託の範囲内でするうなぎ稚魚の引受け、引渡し
　　　又は所持
　　カ　［略］
　(13)　登録運搬者等　次に掲げる行為
　　ア　次の表の左欄に掲げる者からその者のそれぞれ同表の右欄
　　　に掲げる行為に伴って運搬又は一時的な保管の委託を受けて
　　　するうなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持

　［略］
特別採捕許可者の相続人 第４号ア又はイに掲げる行

為
登録者の相続人（県外うな
ぎ稚魚取扱者が死亡した場
合における相続人を除く。
）

第５号ア又はイに掲げる行
為

前項第11号に掲げる者 第７号に掲げる行為
特別採捕許可者 第８号ア又は条例第３条第

２号アに掲げる行為
登録組合 第９号アからウまで又は条

例第３条第３号ア(ア)若し
くは(イ)に掲げる行為

登録集出荷業者等 第10号ア若しくはイ又は条
例第３条第３号イ(ア)に掲
げる行為

登録養殖業者 第10号ア若しくはイ又は条
例第３条第３号ウ(ア)若し
くは(イ)に掲げる行為

登録試験研究者等 第11号アからウまで又は条
例第３条第３号エ(ア)に掲
げる行為

　［略］
特別採捕許可者の相続人 第３号ア又はイに掲げる行

為
登録者の相続人（県外うな
ぎ稚魚取扱者が死亡した場
合における相続人を除く。
）

第４号ア又はイに掲げる行
為

前項第10号に掲げる者 第６号に掲げる行為
特別採捕許可者 第７号ア又は条例第３条第

１号アに掲げる行為
登録組合 第８号アからウまで又は条

例第３条第２号ア(ア)若し
くは(イ)に掲げる行為

登録集出荷業者等 第９号ア若しくはイ又は条
例第３条第２号イ(ア)に掲
げる行為

登録養殖業者 第９号ア若しくはイ又は条
例第３条第２号ウ(ア)若し
くは(イ)に掲げる行為

登録試験研究者等 第10号アからウまで又は条
例第３条第２号エ(ア)に掲
げる行為

登録者の相続人（県外うな
ぎ稚魚取扱者が死亡した場
合における相続人に限る。
）

第６号ア又はイに掲げる行
為

県外うなぎ稚魚取扱者 条例第３条第４号に規定す
るうなぎ稚魚の譲受け等

登録者の相続人（県外うな
ぎ稚魚取扱者が死亡した場
合における相続人に限る。
）

第５号ア又はイに掲げる行
為

県外うなぎ稚魚取扱者 条例第３条第３号に規定す
るうなぎ稚魚の譲受け等

　［略］
センター 　［略］
漁業許可者の相続人 第３号アに掲げる行為
特別採捕許可者の相続人 第４号ア又はイに掲げる行

　［略］
センター 　［略］

特別採捕許可者の相続人 第３号ア又はイに掲げる行
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　　イ・ウ　［略］

　(13)　特別採捕許可者の同居の親族　当該特別採捕許可者が死亡
　　した場合における相続人がする第３号アからカまでに掲げる行
　　為又は当該特別採捕許可者がする第７号アからオまでに掲げる
　　行為の補助のためにするうなぎ稚魚の引受け（当該相続人、当
　　該特別採捕許可者、国の機関、地方公共団体、センター、公共
　　交通事業者又は登録運搬者等からの引受けに限る。）、引渡し
　　（当該相続人、当該特別採捕許可者、登録組合、登録試験研究
　　者等、国の機関、地方公共団体、センター、公共交通事業者又
　　は登録運搬者等への引渡しに限る。）又は所持
　(14)　［略］
　(15)　前項第９号に掲げる者　第２号又は第11号に掲げる行為に
　　伴ってするうなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持
　(16)　第８号から第10号まで又は第12号に掲げる者の役員又は使
　　用人　それぞれ第８号から第10号まで又は第12号に掲げる行為
　　に伴ってするうなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持
３　第１項第10号及び前項第６号に規定する知事の承認を受けよう
　とする者は、うなぎ稚魚の譲受け等承認申請書（別記様式第１号
　）を知事に提出しなければならない。
４・５　［略］

　　イ・ウ　［略］
　(14)　漁業許可者の同居の親族　当該漁業許可者が死亡した場合
　　における相続人がする第３号アからオまでに掲げる行為の補助
　　のためにするうなぎ稚魚の引受け（当該相続人又は登録運搬者
　　等からの引受けに限る。）、引渡し（当該相続人、登録組合又
　　は登録運搬者等への引渡しに限る。）又は所持
　(15)　特別採捕許可者の同居の親族　当該特別採捕許可者が死亡
　　した場合における相続人がする第４号アからカまでに掲げる行
　　為又は当該特別採捕許可者がする第８号アからオまでに掲げる
　　行為の補助のためにするうなぎ稚魚の引受け（当該相続人、当
　　該特別採捕許可者、国の機関、地方公共団体、センター、公共
　　交通事業者又は登録運搬者等からの引受けに限る。）、引渡し
　　（当該相続人、当該特別採捕許可者、登録試験研究者等、国の
　　機関、地方公共団体、センター、公共交通事業者又は登録運搬
　　者等への引渡しに限る。）又は所持
　(16)　［略］
　(17)　前項第10号に掲げる者　第２号又は第12号に掲げる行為に
　　伴ってするうなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持
　(18)　第９号から第11号まで又は第13号に掲げる者の役員又は使
　　用人　それぞれ第９号から第11号まで又は第13号に掲げる行為
　　に伴ってするうなぎ稚魚の引受け、引渡し又は所持
３　第１項第11号及び前項第７号に規定する知事の承認を受けよう
　とする者は、うなぎ稚魚の譲受け等承認申請書（別記様式第１号
　）を知事に提出しなければならない。
４・５　［略］

為
登録者の相続人（県外うな
ぎ稚魚取扱者が死亡した場
合における相続人を除く。
）

第５号ア又はイに掲げる行
為

前項第11号に掲げる者 第７号に掲げる行為
特別採捕許可者 第８号アに掲げる行為
登録組合 第９号アからウまでに掲げ

る行為
登録集出荷業者等又は登録
養殖業者

第10号ア又はイに掲げる行
為

登録試験研究者等 第11号アからウまでに掲げ
る行為

為
登録者の相続人（県外うな
ぎ稚魚取扱者が死亡した場
合における相続人を除く。
）

第４号ア又はイに掲げる行
為

前項第10号に掲げる者 第６号に掲げる行為
特別採捕許可者 第７号アに掲げる行為
登録組合 第８号アからウまでに掲げ

る行為
登録集出荷業者等又は登録
養殖業者

第９号ア又はイに掲げる行
為

登録試験研究者等 第10号アからウまでに掲げ
る行為

　別記様式第１号中「㊞」を削り、「第３条第７号」を「第３条第９号」に改める。
　別記様式第２号中「第２条第１項第10号」を「第２条第１項第11号」に、「第２項第６号」を「第２項第７号」に改める。
　別記様式第３号中「㊞」を削る。
　別記様式第５号を次のように改める。
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　別記様式第10号、別記様式第12号及び別記様式第14号から別記様式第21号までの規定中「㊞」を削る。
　　　附　則
　（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
　（用紙に関する経過措置）
２　この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前のうなぎ稚魚の取扱いに関する条例施行規則の規定に定める様式による用紙は、
　当分の間、所要の事項を適宜補正して使用することができる。　

　地方警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。
　　令和３年10月４日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎県公安委員会委員長　島　津　久　友
宮崎県公安委員会規則第６号
　　　地方警察職員の特殊勤務手当に関する規則の一部を改正する規則
　地方警察職員の特殊勤務手当に関する規則（令和２年宮崎県公安委員会規則第８号）の一部を次のように改正する。
　次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改正前 改正後
　　　附　則
　（条例附則第５項の公安委員会が定める作業）
２　条例附則第５項に規定する公安委員会が定める作業は、次の表
　に掲げるものとする。

　　　附　則
　（条例附則第５項の公安委員会が定める作業）
２　条例附則第５項に規定する公安委員会が定める作業は、次の表
　に掲げるものとする。
条例附則
第５項の
作業
　防疫等
作業

１　職員が、新型コロナウイルス感染症（病原体が
　ベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和
　２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に
　対して、人に伝染する能力を有することが新たに
　報告されたものに限る。）であるものに限る。以
　下この表において同じ。）にかかっている被留置
　者（以下「感染被留置者」という。）に係る作業
　であって、次に掲げるものに従事した場合
　(１)～(６)　［略］
２　［略］

条例附則
第５項の
作業
　防疫等
作業

１　職員が、新型コロナウイルス感染症（新型コロ
　ナウイルス感染症を指定感染症として定める等の
　政令（令和２年政令第11号）第１条に規定するも
　のをいう。以下この表において同じ。）にかかっ
　ている被留置者（以下「感染被留置者」という。
　）に係る作業であって、次に掲げるものに従事し
　た場合

　(１)～(６)　［略］
２　［略］

　　　附　則
　この規則は、公布の日から施行する。

公安委員会規則
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